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令和４年度一般会計決算状況
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【令和４年度一般会計決算状況】

１　総　括

２　歳　入

※その他の内訳

　預金利子 92千円

　雑入 349千円

　令和４年度予算は、埼玉県後期高齢者医療広域連合の運営、管理に必要な各経費を主に計上しており、一般会計歳入歳出予算額は最終的に
１６億４，５５１万８千円となりました。

　また、一般会計歳入歳出決算額は歳入が１６億４，４７１万３千円であったのに対し、歳出は１６億４３３万９千円であり、歳入歳出差引
額は４，０３７万４千円となっております。令和４年度は、翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越額や繰越明許費繰越額等はありませんので
実質収支額も同額となります。

　構成市町村からの共通経費負担金が１５億９，５９３万５千円で歳入全体の９７.０３％、前年度繰越金が３,６４９万９千円で同２.２２
％、特別調整交付金が１，１８３万９千円で同０.７２％、その他の収入額が４４万１千円で同０.０３％となっております。

単位：千円
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　歳出の目的別内容

議会費　 １０月と２月に定例会、計２回の議会を開催し、

広域連合の条例、予算案等を審議しました。

総務費  広域連合の運営や事務処理を円滑に執行しました。

民生費 後期高齢者医療制度事業に係る事務経費を特別会計

に繰出しました。

　歳出の性質別内容

人件費　　議員報酬、会計年度任用職員報酬及び各種審議会等

の委員報酬

物件費　　各種の委託契約に係る経費や物品の購入費用等

補助費等　職員の派遣元自治体に支出している負担金や各種団

体への負担金

　目的別では、民生費が１２億５，０１６万８千円で、歳出全体の７７.９２％、総務費が３億５，２９５万円で同２２.００％、議会費が１２２万
１千円で同０．０８％となっております。

　性質別では、繰出金が１２億５，０１６万８千円で、歳出全体の７７.９２％、補助費等が２億８，６０１万７千円で同１７.８３％、物件費が
５，４０４万１千円で同３.３７％、人件費が１，４１１万４千円で同０．８８％となっております。

３　歳　出

単位：千円

単位：千円
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【一 般 会 計】

主 要 施 策 の 成 果

－ 5 －





議会費

細節 金額(千円）

総務課

01 報酬 議員報酬 200

08 旅費 費用弁償 25

消耗品費 3

食糧費 2

12 委託料 会議録作成委託料 415

13
使用料及び
賃借料

議会会場使用料、事務機
器賃借料

576

計 1,221

総務費

細節 金額(千円）

総務課

07 報償費 高齢者医療懇話会報償金 150

10 需用費 食糧費 2

通信運搬費 32

高齢者医療懇話会保険料 13

12 委託料 会議録作成委託料 60

13
使用料及び
賃借料

会議室使用料 8

計 265

役務費

懇話会を２回開催し、保険料、医療費の窓口負担割合の見直しや高齢者保健事業
等、後期高齢者医療制度の円滑かつ適正な運営について、広く関係者の意見を聞
いた。

広域連合議会運営事業

予算現額：1,571千円

後期高齢者医療懇話会開催事業

予算現額：461千円
11

執 行 額
事 業 の 概 要

課名・事業名

【一般会計】主要施策の成果

事 業 の 概 要
執 行 額
節

課名・事業名

10 需用費

節

定例会を２回開催し、１６議案の審議、審査を行った。
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細節 金額(千円）
課名・事業名 事 業 の 概 要

執 行 額
節

総務課

01 報酬 非常勤職員報酬 9,920

03 職員手当等 期末手当 1,872

04 共済費 社会保険料 2,012

08 旅費 費用弁償 512

12 委託料 健康診断委託料 99

計 14,415

総務課

12 委託料 財政分析委託料 715

計 715

総務課

情報機器運用委託料 7,037

財務会計システム保守委託料 1,261

財務会計ｼｽﾃﾑ移行用デー
タ抽出委託料

893

広域連合システムＩＴコ
ンサルタント委託料

4,664

電算機器等賃借料 18,562

財務会計システム機器等
賃借料

946

事務機器賃借料 246

計 33,609

総務課

18
負担金、補助
及び交付金

事務局職員給与等負担金 284,729
事務局職員３８名の給与等相当分に係る負担金を支払った。

計 284,729

職員の事務補助のため一般事務補助員４名、保健事業の推進のため保健師１名の
会計年度任用職員を雇用した。

事務局職員給与等負担金

予算現額：302,040千円

財政状況分析、財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、
資金収支計算書）の作成を行った。

財政分析事業

予算現額：715千円

会計年度任用職員雇用事業

予算現額：18,532千円

13
使用料及び
賃借料

12 委託料

電算機器運用・維持管理事業

予算現額：39,059千円

情報系システム及び財務会計システムの機器類（サーバ・端末・プリンタ等）の
調達・保守・運用管理、セキュリティ対策の業務やシステムＩＴコンサルタント
からの支援を受ける業務委託を行った。
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令和４年度後期高齢者医療事業特別会計決算状況
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【令和４年度後期高齢者医療事業特別会計決算状況】

１　総　括

２　歳　入

　特別高額医療費共同事業交付金

487,235 千円

　諸収入 979,925 千円

　財産収入 1,122 千円

　また、特別会計歳入歳出決算額は歳入が８，４７０億７，２０７万円であったのに対し、歳出は８，２８３億５，３４４万４千円であり、歳入歳
出差引額は１８７億１，８６２万６千円となっております。令和４年度は、翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越額や繰越明許費繰越額等はありま
せんので、実質収支額も同額となります。

　令和４年度予算は、医療給付費等に係る予算を中心に計上しており、特別会計歳入歳出予算額は最終的に８，６４３億６，４０９万４千円となり
ました。

　支払基金交付金が３，２３５億３，６１２万７千円で歳入全体の３８.１９％、国庫支出金が２，５４７億６，１１５万６千円で同３０.０８％、
市町村支出金が１，６２４億６，３３２万８千円で同１９.１８％（うち、保険料等負担金９７２億６１７万２千円で同１１.４８％）、県支出金が
６６４億５，０１９万６千円で同７.８４％、前年度繰越金が３０６億９，９２７万４千円で同３.６２％、繰入金が７６億９，３７０万８千円で同
０.９１％、その他が１４億６，８２８万２千円で同０.１８％となっております。

※その他の内訳

単位：千円
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特別高額医療費共同事業拠出金

527,893 千円

※その他の内訳

　保険給付費が７，９４８億３９６万６千円で歳出全体の９５.９５％を占めており、諸支出金が１９７億９，１７９万７千円で同２.３９％、基金
積立金が７３億５，７０９万７千円で同０.８９％、保健事業費が３９億４，２０８万７千円で同０.４８％、総務費が１９億３，０６０万５千円で
同０.２３％、その他が５億２，７８９万３千円で同０.０６％となっております。

３　歳　出

単位：千円
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【後期高齢者医療事業特別会計】

主 要 施 策 の 成 果
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総務費

細節 金額(千円）

総務課

11 役務費 通信運搬費 165

電算処理システム機器保
守管理等委託料

47,289

システム運用業務委託料 22,361

13
使用料及び
賃借料

広域連合システム機器等
賃借料

178,893

計 248,708

保険料課

10 需用費 印刷製本費 17,849

計 17,849

保険料課

12 委託料
コールセンター設置業務
委託料

21,612

計 21,612

保険料課

12 委託料
被保険者証作成等業務委
託料

159,940

計 159,940

保険料課

18
負担金、補助
及び交付金

制度改正周知費用補助金 325,453

計 325,453

後期高齢者医療の窓口負担割合の見直し等に係るコールセンター運営及びメール
対応業務を委託した。

制度改正周知費用補助事業

予算現額：347,040千円

窓口負担割合の見直しに伴い、市町村が負担した経費（郵送費、周知・広報費等
）に対して補助金を交付した。

委託料

課名・事業名

12

コールセンター設置業務委託事
業

予算現額：22,005千円

事 業 の 概 要
執 行 額

被保険者証作成等事業

予算現額：164,556千円

年次更新及び再交付時の被保険者証等の作成と、被保険者への送付に係る封入封
緘までの業務を委託した。
また、限度額適用認定証帳票に問合せ市町村の連絡先を追加表示する業務を委託
した。

後期高齢者医療電算処理システム（標準システム）の機器類（サーバ・端末・プ
リンタ等）の調達・保守・運用管理、セキュリティ対策の業務を行った。

後期高齢者医療制度の周知・広報のため、制度概要パンフレット（１３３．８万
部）、被保険者証の更新に係る周知用ポスター（１.１万部）及び送付用封筒、
窓口負担割合の見直しに係るリーフレット（年次更新時：１１３．９万部、再交
付時１２４．３万部）、保険料周知用リーフレット（１３５万部）を作成した。

【後期高齢者医療事業特別会計】主要施策の成果

節

印刷製本事業

予算現額：27,352千円

電算機器運用・維持管理事業

予算現額：256,092千円
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細節 金額(千円）

給付課

12 委託料
電算処理システム運用業
務委託料

202,892

計 202,892

給付課

12 委託料 レセプト点検委託料 98,183

計 98,183

給付課

12 委託料
医療費通知作成業務委託
料

83,964

計 83,964

給付課

12 委託料 損害賠償求償事務委託料 19,560

計 19,560

給付課

12 委託料
ジェネリック医薬品利用
差額通知業務委託料

12,507

計 12,507

課名・事業名
執 行 額

事 業 の 概 要
節

後期高齢者医療に関する電算処
理システム運用事業

予算現額：212,025千円

広域連合電算処理システムの円滑な運用を図るため、資格管理業務、賦課業務、
収納業務、給付業務に係る運用業務を委託により実施した。

医療給付費の適正化を図るため、診療報酬明細書等（レセプト）の内容点検業務
を委託により実施した。

交通事故等の第三者行為に係る医療費を請求するため、損害賠償求償事務を委託
により実施した。
件数割（608件 × @1,600円）　求償割額（743,478,908円 × 2.5%）

後期高齢者医療に関する医療費
通知事業

予算現額：94,050千円

ジェネリック医薬品利用差額通
知事業

予算現額：19,250千円

医療給付費の適正化を図るため、ジェネリック医薬品利用差額通知の作成及び発
送等の業務を委託により実施した。
（送付件数　69,786件、使用率（11月診療分）81.2％）

適正受診の促進及び医療機関からの不正請求防止のため、医療費通知の作成等の
業務を委託により実施した。
（3回送付　計2,935,791通×　@26円×消費税）

損害賠償求償事業

予算現額：22,360千円

レセプト点検事業

予算現額：99,037千円
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保険給付費

細節 金額(千円）

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

療養給付費等 774,527,860

計 774,527,860

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

訪問看護療養費 7,196,285

計 7,196,285

給付課

12 委託料 審査支払委託料 1,702,737

計 1,702,737

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

高額療養費 7,522,194

計 7,522,194

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

高額療養費外来年間合算 239,826

計 239,826

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

高額介護合算療養費 793,133

計 793,133

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

葬祭費 2,815,300

計 2,815,300

被保険者の負担軽減のため、１年間（８月１日～翌年７月３１日）に支払った外
来分の一部負担金の合計が自己負担限度額を超えた場合、申請により限度額を超
えた金額を高額療養費として支給した。

療養給付等支払事業

予算現額：805,783,118千円

被保険者が安心して医療を受け続けるため、審査を経た保険医療機関等からの診
療報酬明細書等（レセプト）に基づき、診療報酬等を支払った。

課名・事業名
節

適正な医療費を支払うために、保険医療機関等から請求のあった診療報酬明細書
等（レセプト）について請求内容の審査事務及び診療報酬等支払事務を委託によ
り実施した。
（審査支払手数料 29,487,824件×@57円、レセプトオンライン請求システム手数
料  28,856,178件×@0.76 円）

被保険者の負担軽減のため、１年間（８月１日～翌年７月３１日）に支払った医
療保険と介護保険の自己負担額を合算し、限度額を超えた場合、申請により限度
額を超えた金額を高額介護合算療養費として支給した。

高額療養費（外来年間合算）支
給事業

予算現額：267,653千円

葬祭費支給事業

予算現額：2,850,000千円

葬祭費用を補助するため、被保険者が死亡した場合、申請により葬祭執行者に対
して葬祭費を支給した。
（葬祭費56,306件×@50,000円）

高額介護合算療養費支給事業

予算現額：1,209,174千円

診療報酬明細書等審査支払事業

予算現額：1,878,746千円

高額療養費支給事業

予算現額：9,899,851千円

被保険者の負担軽減のため、１か月間に支払った一部負担金の合計が自己負担限
度額を超えた場合、申請により自己負担限度額を超えた金額を高額療養費として
支給した。

執 行 額
事 業 の 概 要

被保険者が安心して訪問看護を受け続けるため、被保険者が居宅において、訪問
看護ステーションの看護師等から訪問看護を受けた場合の訪問看護療養費を支払
った。

訪問看護療養費支払事業

予算現額：7,488,899千円
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保健事業費

細節 金額(千円）

給付課

12 委託料 健康診査委託料 3,040,412

計 3,040,412

給付課

12 委託料 歯科健康診査委託料 101,581

計 101,581

給付課

12 委託料 市町村保健事業委託料 320,453

計 320,453

歯科健康診査事業

予算現額：101,582千円

埼玉県歯科医師会への業務委託により、前年度75歳及び80歳年齢到達者を対象に
歯科健康診査を実施した。
（受診者数：17,914人　受診率：10.6％）

課名・事業名
執 行 額

事 業 の 概 要
節

後期高齢者保健事業

予算現額：391,543千円

国の特別調整交付金の交付基準に基づく保健事業と介護予防等の一体的な実施に
係る事業を委託により実施した。

健康診査事業

予算現額：3,658,403千円

被保険者の健康保持・増進のため、各市町村への業務委託により健康診査を実施
した。
（受診者数：320,699人　受診率：34.3％）
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〈 参 考 資 料 〉 
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４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 １０月末 １１月末 １２月末 １月末 ２月末 ３月末

人　口 (人) 7,335,221 7,338,216 7,339,830 7,338,696 7,337,846 7,337,173 7,336,778 7,335,195 7,331,972 7,327,470 7,325,125 7,328,073

被保険者数 (人) 996,533 1,000,330 1,004,664 1,009,830 1,014,281 1,019,005 1,023,625 1,027,082 1,029,222 1,035,183 1,040,083 1,044,953

人口に占める
被保険者の割合 (％)

13.59 13.63 13.69 13.76 13.82 13.89 13.95 14.00 14.04 14.13 14.20 14.26

注： 人口は、埼玉県推計人口（毎月１日現在）を前月末人口とした。
被保険者数は、広域連合の事業状況報告書Ａ表（毎月月末現在）による。

令和４年 令和５年

被保険者の加入状況（令和 ４ 年度）

970
975
980
985
990
995
1000
1005
1010
1015
1020
1025
1030
1035
1040
1045
1050

7325

7330

7335

7340

7345

7350

４月末 ６月末 ８月末 １０月末 １２月末 ２月末

（
単
位

千
人
）

被保険者数

（
単
位

千
人
）

人口 埼玉県の人口と被保険者数の推移

人 口 (人)

被保険者数 (人)

12.4

12.6

12.8

13

13.2

13.4

13.6

13.8

14

14.2

14.4

４月末 ６月末 ８月末 １０月末 １２月末 ２月末

％ 人口に占める被保険者の割合
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○医療給付費の支給状況

件数：３０，７９９，４７０件(レセプト件数・支給件数)　　総額：７９０，２７９，３０８，７３７円　　一人当たりの給付費：７７７，８４２円

○高額療養費の支給状況（再掲）

件数：１，１６４，２９０件 　 総額： ７，７６２，０２０，６３０円（１件当たり：約６，６６７円）

○高額介護合算療養費の支給状況（再掲）

　　件数：５７，９８４件 　総額： ７９３，１３２，７７７円（１件当たり：約１３，６７８円）

○移送費の支給状況（再掲）

　　件数：１件 　総額： １０，３００円（１件当たり：１０，３００円）

○葬祭費の支給状況

件数：５６，３０６件 　総額： ２，８１５，３００，０００円

○保健事業の実施状況

健康診査受診者数 ： ３２０，６９９人 受診率： ３４．３％

　　歯科健康診査受診者数 ： １７，９１４人 受診率： １０．６％

<参考>　市町村における保険料収納状況

※ 収納額により算出　後期高齢者医療事業状況報告書(事業年報)Ｂ表(1)から

<参考>　低所得者への軽減状況

収納率割合※

滞 納 繰 越 分

合 計

現 年 度 分

調定額（円） 収納額（円）

47,132,610,600

34,553,084,896

81,685,695,496

249,613,201

81,935,308,697

100.00%

98.62%

99.41%

47,132,610,600

35,036,255,200

82,168,865,800

677,314,442

82,846,180,242

特 別 徴 収

普 通 徴 収

計

57.70%

42.30%

100.00%

36.85%

98.90%

　基礎控除額(43万円)+28.5万円×(被保険者数)＋10万円×(年金・給与所得者※の数－1)

　基礎控除額(43万円)+52万円×(被保険者数)＋10万円×(年金・給与所得者※の数－1)

均等割7割軽減

均等割5割軽減

均等割2割軽減

被保険者数(人)

（公的年金収入が令和4年1月1日時点で65歳以上は125万円超、65歳未満は60万円超）の数

※ 年金・給与所得者の数とは、同一世帯内の被保険者及び世帯主のうち、給与所得がある方（給与収入が55万円超）または、公的年金等所得がある方

2,668,162,740

1,302,441,400

144,203,520

　基礎控除額(43万円)＋10万円×(年金・給与所得者※の数－1)

軽減判定基準 (  部分は年金・給与所得者の数※が2人以上の場合に計算します) 軽減額(円)

12,332,194,640398,842

均等割5割軽減(被扶養) 　制度加入直前に被用者保険の被扶養者であった者

120,786

147,335

6,528
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○後期高齢者医療費等に係る決算状況

　なお、これらについて図に表したものが次ページ「令和４年度　埼玉県後期高齢者医療費等に係る歳入歳出決算の概要」です。

　医療費等に係る歳出については、全体で８，２６４億２，２８４万円となっており、その内訳は療養給付費（訪問看護費、高額療養費など含む）が
７，９０２億７，９３０万９千円で医療費に係る歳出全体の９５．６３％、償還金が１９６億４，５５３万８千円で２．３８％、基金積立金（保険給
付費支払基金）が７３億５，７０９万７千円で同０．８９％、健康診査事業に要する費用（健康相談訪問指導に要する経費を含む）が３１億７，１０
６万１千円で同０．３８％、葬祭費が２８億１，５３０万円で同０．３４％、審査支払手数料が１７億２７３万７千円で同０．２１％、長寿・健康増
進事業に要する経費が４億５，０５７万３千円で同０．０５％、介護予防との一体的実施に要する経費が３億２，０４５万３千円で同０．０４％、そ
の他が６億８，０７７万２千円で同０．０８％となっております。

　特別会計決算の中で、後期高齢者医療制度の事務執行に係る経費を除いた療養の給付費等に要する費用や保険料を財源として執行した事業費等の決
算状況（後期高齢者医療費等に係る決算状況）を別にとりまとめました。

　医療費等に係る歳入については、全体で８，４４９億８，５６５万２千円となっており、その内訳は支払基金交付金（現役世代からの支援金）が
３，２３５億３，６１２万７千円で医療費に係る歳入全体の３８．２９％、国庫負担金（高額医療費負担金含む）が１，９７８億４，５４３万円２千
円で同２３．４２％、保険料負担金（市町村で徴収した保険料）が８２０億５０５万円で同９．７１％、埼玉県からの療養給付費負担金（高額医療費
負担金含む）が６６４億５，０１９万６千円で同７．８６％、市町村からの療養給付費負担金が６５２億５，７１５万７千円で同７．７２％、国から
の調整交付金が５６０億１，８９８万５千円で同６．６３％、前年度繰越金が３０４億４，６５９万円で同３．６０％、保険基盤安定負担金が１５２
億１１２万２千円で同１．８０％、保険給付費支払基金の取崩し額が６４億４，３５４万円で同０．７６％、健康診査事業に係る補助金が２億４，９
９８万６千円で同０．０３％、その他１５億３，１４６万７千円で同０．１８％となっております。
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① 歳入　（後期高齢者医療費等に係る収入） 億円
(F) 繰越金
305 億円 3.6%

(A) 国庫負担金 (E) 支払基金交付金　(現役世代からの支援金)

152 億円 1.8%
1,979 億円 560 億円 665 億円 653 億円 3,235 億円 億円

(H) 健診事業補助金
2 億円 0.0%

( I ) 第三者納付金等
15 億円 0.2%

実績見込 実績見込 実績見込 実績見込 実績見込
1,896 億円 560 億円 664 億円 616 億円 3,235 億円

64 億円 0.8%

② 歳出　（後期高齢者医療等に係る支出） 億円 (M) 償還金
196 億円 2.4%

(L) 療養の給付等に要する費用
（療養給付費・訪問看護費・高額療養費・高額介護合算療養費など） 74 億円 0.9%

保険料充当分
7,903 億円 億円 4 億円 0.0%

(P) 審査支払手数料等
保険料充当分 17 億円 0.2%

億円 (Q) 葬祭費

③ 決算剰余金 28 億円 0.3%

(R) 健康診査事業費
歳入（ 億円） － 歳出（ 186 億円 32 億円 0.4%

(S) 一体的実施費
決　　算　　額 　実 績 見 込 額 返還予定額 3 億円 0.0%

国庫負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円 (T)その他

県負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円 7 億円 0.1%

市町村負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円

支払基金交付金精算 億円 － 億円 ＝ 億円

6,532 6,411 億円

④ 保険給付費支払基金積戻額

◎ 決算剰余金　（ 186 億円） － 返還　・　追加予定差引合計額　　 （ 120 億円） 　＝ 66 億円 （歳出に対して 0.8%) ※金額は億円単位としているため、

実際の決算額とは一致しません。

(B) 調整交付金

665 664

653 616 37 0 億円

億円3,235 3,235 0

1,979 1,896 83 0

0

億円

追加予定額

億円0 0

負担金

743

820

8,450

(D) 市町村 (K) 保険料

(県3/4 市町村1/4)

(G) 保険基盤安定負担金

9.7%

8,264

(O) 長寿・健康増進事業費等

 (Ｊ) 保険給付費支払基金
　　　繰入金

23.4% 6.6% 7.9% 7.7% 38.3%

8,450 8,264 億円）＝

対象額の３/１２ 対象額の１/１２ 対象額の１/１２

計 120

(C) 県負担金

(N) 保険給付費支払基金
積立金

億円0

95.6%

77

対象額の４/１０、現役並み被保険者分

(高額医療費負担金含む) (国庫） (高額医療費負担金含む) 負担金

令和４年度 埼玉県後期高齢者医療費等に係る歳入歳出決算の概要
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